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2020県労連副知事回答・第1回幹事団交渉
「全庁一丸での対応に感謝」と言いながら、要求に応えないどころかマイナス提案！

ダブルスタンダードや職員の分断となる提案では、全庁一丸もモチベーション維持もムリ！

県労連は12月21日、2020賃金確定交渉について、武井副知事と回答交渉を行いました。
冒頭、武井副知事は「要求内容は多くの職員の切なるものと受け止める。これまでの労使慣行を踏まえ誠意を持って話し合う。コロナ終息の兆しが見えない中で、職員の取り組みに感謝する。」と発言しました。

副知事退席後、労務担当局長は「新型コロナ感染症対応について、大変な苦労の中、全庁一丸の取組に感謝申し上げる。」とし、交渉にあたっての基本姿勢として「勧告内容尊重が基本。今年度勧告は10月に一時金が先行するという異例のスケジュールとなったが、短期間の話し合いに了解いただき感謝する。月例給は12月16日に据え置きの報告があったが、取り巻く環境は厳しく、県民等の関心は強い。また厳しい予算状況で議会も注視している。国や他県との均衡の観点から必要あるものは見直したい。自主交渉自主決着の良き労使慣行踏まえ、より良い解決方策を見出したい。」としたうえで、個別の要求に対する回答と当局からの逆提案を提起しました。
（3頁参照）

当局の回答、逆提案は、コロナ禍で奮闘する職員の期待に全く応えるものではなく、到底容認できません。自治労県職労は要求実現に向けて交渉を強めます。

主な回答内容と課題

１．初任給の改善

要求：東京都や民間企業と比べて低い初任給を改善すること。（4号給引上げ）
回答：東京都や特別区職員は下回るが、千葉県、埼玉県よりは高い。

課題：人材確保の競争相手は、地理的にも都内、県内の公務・民間であり、その比較をすべき。
２．通勤手当の改善

要求：新採用職員や臨時的任用職員、介護で転居の場合も新幹線等特別料金の支給対象に。
回答：条例上、当局都合で異動を伴うものが支給対象。
課題：初めの所属配置も当局都合ではないのか。人材確保、両立支援の視点からも対象とすべき。

３．災害時等の退勤時特別休暇

要求：すでに国では制度化している。計画停電時などに対応できるよう制度化すること。

回答：昨今計画停電が頻発しているが、職員の果たすべき役割もある。条例改正の必要があり困難。
課題：一方で「国にない制度は廃止」を提案しながら他方で国の制度を導入しないダブルスタンダード。育児・介護の視点からも導入すべき。

４．過重労働解消のため中止・休止の大きな決断を

要求：コロナ関連職場も応援を出している職場ももう限界。所属任せではなく当局の大きな決断を。

回答：大きな議論もしていく必要もある。
５－１．独自号給の廃止（逆提案）

提案内容：国の給料表にない独自号給を廃止したい。
５－２．給与カーブの見直し（逆提案）

提案内容：人事委員会の報告で、国の給料表より額の多い高位号給の額を引き下げ、若年層に配分することが出された。今後話し合っていきたい。
反論：引下げ者数は知事部局の行１表だけで2,700人以上。それも1万円以上減の職員も少なくない。生涯賃金に直結する問題であり、到底容認できない。号給数だけでなく、退職時の到達号給を含めて、国や他県と比較すべき問題。
５－３．給料表異動に伴う現給保障見直し（逆提案）

提案内容：現在、給料表を異にする異動（研究職・福祉職⇒行政職など）で、異動前の給与を下回る場合は現給保障を行っている。国や他県にない制度なので教育職、公安職を除いて廃止したい。
反論：当局都合の異動での生活給の減額を防止する制度。研究職や福祉職も、教員や警察同様に行政職場での勤務を想定していない。撤回すべき。
県労連第１回幹事団交渉内容
	課　　題
	県労連の要求・主張
	当局の回答・逆提案

	新型コロナウイルス感染症対応
	・感染症拡大防止対策費の増大や歳入減が予測される中にあって地方交付税をはじめ地方財政対策の一層の強化を国に要望すること。
・新型コロナウイルス感染症対応での手当を増額すること。また新たに生じている業務に対しての支給や支給要件の改善を行うこと。
・新型コロナウイルス感染症対応等にかかるオンコール手当を新設し、支給すること。
・防止対策として、職場の安全衛生対策の確保、在宅等勤務・拡大時差出勤の活用など、職場実態に合った対策を労使の合意のもとで行うこと。
・感染者、感染の疑いのある方との接触の可能性のある業務を行う職員に対して、事前に必要かつ十分な安全教育を行い、防護用品等を支給すること。 
・全庁を挙げて新型コロナウイルス対策に取り組む中、全ての職員の奮闘に応えるため、勤勉手当の成績率を凍結とすること。
	・オンコール手当については、使用者指揮監督下での勤務が前提。指揮監督下と言えないものに支給できないと考える。
・コロナ接触手当については、通常の感染症よりも感染の可能性、危険性が高いものに措置。増額要求については国に準じたもので妥当。感染者と接触のない消毒等の一般的な庁舎管理業務は対象外。

	賃金・諸手当
	・基本賃金についてはすべての職員の生活改善につながる水準に引き上げること。
・通勤手当については、すみやかに全額支給とするとともに、経路や時間を含んだ通勤手当の認定条件の改善を図ること。また、認定にあたっては本人申請を基本とし、経済性のみを優先した不合理な認定を行わないこと。さらに変更要件について介護などの事由でも可能とすること。
・異動要件にあたらない新採用職員や臨時的任用職員についても高速道路等の特別料金を利用する者に支給すること。
・災害時等の「オンコール手当」を新設するとともに、呼び出し時から勤務とすること。
	・これまで同様勧告尊重。今年度は較差小さいことから改定行わないと報告。国等も改定なし。勧告尊重の基本姿勢からすると改定なしとなるが、財政状況見極めて判断。十分に話し合いたい。
・給与カーブの在り方について、国より水準の高い号給を見直し、若年層に配分するよう検討する。今後話し合いたい。
・本県独自号給の見直しについて、説明責任が高まっている中で、独自号給を廃止し、国準拠としたい。
・給料表を異にする異動について、異動前の給料を下回る場合、現給保障等措置しているが原則廃止したい。教施行日は令和4年4月1日としたい。経過措置は所要の措置を講じたい。
・新幹線等特別料金について、支給要件は県側事情で通勤困難となった場合であり、新採用、臨任、介護による転居者は対象とならない。

	再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金労働条件
	・定年延長をふまえ、再任用制度の検証を行うこと。
・一時金の支給月数について常勤と同様にすること。
・臨時的任用職員の年次休暇を常勤職員と同水準に改善すること。
・会計年度任用職員の任用、雇用、基本報酬、格付け、扶養・住居手当などの生活関連手当の支給、労働条件について引き続き改善していくこと。また、退職慰労金制度を検討すること。
・常勤と異なる会計年度任用職員の休暇・休業制度は同一労働同一賃金の観点から改善すること。
・継続雇用に努めるとともに、雇用更新年限を設定しないこと。また、いわゆるパートタイム労働法の主旨を踏まえ、正規職員への転換措置を講じること。
	・会計年度任用職員制度今年度より導入。勤務条件などは国等との均衡考慮してきた。
・「同一労働同一賃金ガイドライン」は公務は対象外。休暇はガイドラインではなく、地公法が基本。地公法では国や他県との均衡が原則。国の非常勤職員は人事院勧告で民間労働者との均衡を図っているので、国の非常勤職員との均衡を図れば、民間と均衡する。
・臨時的任用職員の年休について、労基法では採用後半年は年休なしだが8日付与。常勤同様とすると均衡を失する。さらなる拡充は困難。

	労働時間の短縮・休暇制度の拡充
	・テレワークやサテライトオフィスについて、トライアルの検証をし、制度の充実をはかること。また、必要な条件整備もはかること。
・仕事と不妊治療の両立支援に向け、環境整備をすること。とりわけ、休業制度の創設を行うこと。
	・コロナ拡大し状況変化する中、多くの職員が80ｈ超。7月1日に対策本部室設置し、全庁での応援も継続。9月7日には事務事業の見直し通知発出し、業務の簡素化を行う。本部室や保健福祉事務所では時間外が増大しており、４～10月に複数月で80h超勤務の職員が多数発生、ワクチン接種等に対応するための体制強化も含め、負担軽減の取組みが必要。応援職員の半数は3月程度となるよう調整。
・テレワーク実施に必要な検証は行うが、情報があれば提供願いたい。モバイルは10267台導入。R3までに一人1台支給予定。ICT環境整備は重要。
・不妊治療について、H30から運用改善。アンケート実施。11月に直接ヒアリング実施。何ができるか考えたい。

	大規模災害時等における対応
	復旧・復興などの各種応援業務への従事など非日常的な労働環境の勤務を余儀なくされた場合の特殊勤務手当等を整備すること。
・計画運休などに対応するための退勤時における特別休暇制度を確立すること。
	・退勤時の特別休暇について、昨今の災害多発は事実だが、役割も高まっている。条例提案も必要であり対応は困難。
・水防と緊急参集については、現状指揮監督下にあるか否かで違う。業務について検討した結果、今後は地震、津波、風雨等のみを参集対象とし、火山・原子力は参集対象から除外したい。

	仕事と家庭の両立支援拡充
	・育児休業・介護休暇の手当金支給は全期間を対象とすること。
・育児休業・介護休暇について男性の取得を促進するため、支援制度を確立すること。
	・両立支援について、職員行動計画は今年度最終年。全職員対象アンケート実施し集計作業中。確定交渉後、しかるべき場で話し合いたい。

	人材の確保及び育成
	・公務職場への人材確保の視点から、初任給決定基準の改善を図り、すべての給料表で初任給を４号給引き上げること。
・人材確保の観点から、県職員の合格者向け説明会や採用予定者説明会等に参加する際、旅費等を支給すること。
	・初任給は、地域手当込みでは都・23区は下回るが、近隣の千葉県、静岡県よりは高い。
・採用説明会等の費用弁償は、税金支給のため説明責任必要で制約される。人材確保の取組は様々行っている。

	ハラスメントの対策
	・すべてのハラスメントは心の健康に重大な悪影響を及ぼすため、ハラスメント防止に向け、さらなる取組みを行うとともに、現に存在するハラスメントを一掃すること。
	・ハラスメント対策について、パンフレットを活用するなど周知に努めている。専用ポータルの開設、アンケートを毎年実施する。

	高齢雇用施策
	・雇用と年金の接続については定年延長を前提とした雇用施策を確立することとし、賃金水準・働き方については国の動向をふまえ労使間で協議を行うこと。
	・国会で国家公務員は廃案になり、地公は継続審議になった。人勧において定年引上げ措置の早期実施等触れられたが不透明。国の動向に注視して話し合っていきたい。


